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し
て
、
14
年
中
に
一
度
限
り
、
所
得
制
限

世
帯
を
除
く
、
児
童
手
当
の
支
給
額
が
子

ど
も
1
人
当
た
り
で
1
万
円
増
額
さ
れ
る

と
い
う
制
度
だ
。

　

子
ど
も
が
2
人
い
る
4
人
世
帯
な
ら
、

2
万
円
の
増
額
と
な
る
。
夫
が
正
社
員
で

妻
が
専
業
主
婦
の
「
片
働
き
世
帯
」
で

は
、
年
収
が
低
く
な
る
ほ
ど
、
14
年
の
実

質
可
処
分
所
得
の
減
少
率
（
13
年
比
）
は

小
さ
い
。
同
じ
2
万
円
の
増
額
で
も
、
年

収
の
低
い
世
帯
ほ
ど
、
そ
の
恩
恵
が
大
き

く
な
る
か
ら
だ
。

　

同
じ
世
帯
年
収
で
比
べ
る
と
、
妻
が
専

業
主
婦
で
あ
る
か
働
き
に
出
て
い
る
か

で
、
手
取
り
が
ず
い
ぶ
ん
異
な
る
。
累
進

課
税
で
あ
る
所
得
税
は
、
年
収
が
高
く
な

る
ほ
ど
税
率
が
上
が
る
仕
組
み
。
1
人
で

1
0
0
0
万
円
を
稼
ぐ
よ
り
も
、
夫
と
妻

そ
れ
ぞ
れ
が
5
0
0
万
円
を
稼
ぐ
ほ
う
が

税
負
担
は
少
な
く
な
る
の
だ
。

　

影
響
の
大
き
い
と
こ
ろ
で
は
、
児
童
手

当
の
所
得
制
限
が
「
共
働
き
世
帯
」
に
有

り
の
給
与
か
ら
、
消
費
税
率
引
き
上
げ
に

よ
る
物
価
上
昇
分
を
差
し
引
い
た
、「
実

質
可
処
分
所
得
」
に
よ
っ
て
、
生
活
の
変

化
を
予
測
し
て
い
こ
う
。

　

左
㌻
の
表
は
制
度
改
正
が
家
計
に
与
え

る
影
響
を
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
し
た
結
果

だ
。
家
族
構
成
と
年
収
別
に
29
パ
タ
ー
ン

の
世
帯
を
想
定
し
た
。
給
与
が
13
年
か
ら

16
年
ま
で
変
わ
ら
ず
、
消
費
増
税
以
外
の

要
因
で
は
物
価
が
変
動
し
な
い
、
と
仮
定

し
て
い
る
。

　

29
の
モ
デ
ル
世
帯
す
べ
て
で
実
質
可
処

分
所
得
が
減
少
す
る
が
、
減
り
方
は
家
族

構
成
や
年
収
に
よ
っ
て
大
き
く
異
な
る
。

　

ま
ず
現
役
世
代
の
14
年
の
暮
ら
し
は
、

児
童
手
当
の
臨
時
増
額
（
子
育
て
臨
時
給

付
金
）
の
影
響
を
受
け
る
。
消
費
税
率

8
％
へ
の
引
き
上
げ
時
の
逆
進
性
対
策
と

月
の
消
費
増
税
が
間
近
に
迫
っ
て

き
た
。
消
費
税
が
引
き
上
げ
ら
れ

る
と
、
家
賃
や
医
療
費
、
教
育
費
を
除
く

ほ
と
ん
ど
の
モ
ノ
、
サ
ー
ビ
ス
の
値
段
が

上
が
り
、
家
計
を
圧
迫
す
る
。
消
費
税
の

逆
進
性
対
策
と
し
て
2
種
類
の
給
付
措
置

が
取
ら
れ
る
が
、
こ
れ
ら
を
考
慮
し
て
も

負
担
増
は
避
け
ら
れ
そ
う
に
な
い
。

　

4
月
に
年
金
支
給
額
の
引
き
下
げ
、
6

月
に
住
民
税
均
等
割
の
引
き
上
げ
、
2
0

1
6
年
か
ら
は
給
与
所
得
控
除
の
段
階
的

な
引
き
下
げ
、
さ
ら
に
毎
年
の
厚
生
年
金

保
険
料
の
引
き
上
げ
と
、
消
費
税
以
外
に

も
、
家
計
に
マ
イ
ナ
ス
影
響
を
与
え
る
制

度
改
正
が
連
発
す
る
。

　

こ
う
し
た
税
・
社
会
保
障
の
改
正
が
進

む
と
、
私
た
ち
の
暮
ら
し
向
き
は
、
ど
の

程
度
変
わ
っ
て
い
く
の
だ
ろ
う
か
。
手
取

増税と社会保険料増で
家計はこう変わる

29パターン徹底シミュレーション

年収1000万円前後の会社
員は、制度改正の荒波をま
ともにかぶる。14年の児童
手当の臨時増額も対象外

片働きの年収800万円世帯
と比べると、16年の実質可
処分所得が妻の稼ぎ分ほぼ
純増しているのがわかる

単身とDINKs世帯の負担増
のほとんどは消費増税による。
家計には比較的余裕がある
が、結婚や出産を考えれば
貯蓄・投資に回したい

収入の多い年金世帯には負
担増の軽減策がない。世帯収
入360万円の年金夫婦世帯
は、29パターンの中で実質
可処分所得の減少率が最大

大和総研 金融調査部研究員●是枝俊悟

４

（注）正社員は社会保険適用の会社
員。パートは年収100万円、
社会保険不適用。4人世帯の
子ども2人は試算期間を通じ
て3歳以上中学生以下。夫と
妻の年収、働き方が表記と逆
であっても試算結果は同じ

（出所）大和総研（40～45㌻）

家族構
成別
年収別

加
速
す
る
共
働
き〝
優
遇
〞

高
齢
世
帯
は
負
担
急
増

４
月
の
消
費
増
税
を
は
じ
め
と
す
る
一
連
の
制
度
改
正
で
、
私
た
ち
の
暮
ら
し
は
ど
う
変
わ
る
の
か
。
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世帯年収
2013年 2014年 2015年 2016年

実質可処分
所得（万円）

実質可処分
所得（万円）

2013年比増減 実質可処分
所得（万円）

2013年比増減 実質可処分
所得（万円）

2013年比増減
額（万円） 率（%） 額（万円） 率（%） 額（万円） 率（%）

●夫・正社員、妻・専業主婦、子2人 （片働き）
300万円 268.10 265.31 ▲2.79 ▲1.04 260.55 ▲7.55 ▲2.81 257.43 ▲10.67 ▲3.98

500万円 419.78 414.30 ▲5.48 ▲1.31 407.94 ▲11.84 ▲2.82 403.00 ▲16.78 ▲4.00

800万円 626.02 617.06 ▲8.96 ▲1.43 608.68 ▲17.34 ▲2.77 601.46 ▲24.56 ▲3.92

1000万円 738.72 725.76 ▲12.96 ▲1.76 718.15 ▲20.57 ▲2.79 709.55 ▲29.17 ▲3.95

1500万円 1,051.30 1,033.58 ▲17.72 ▲1.69 1,023.46 ▲27.84 ▲2.65 1,006.99 ▲44.31 ▲4.21

2000万円 1,317.64 1,294.27 ▲23.37 ▲1.77 1,280.85 ▲36.79 ▲2.79 1,261.70 ▲55.94 ▲4.25

●夫・正社員、妻・パート、子2人 （パート共働き）
400万円 夫300 ＋ 妻100 367.20 362.78 ▲4.42 ▲1.20 357.12 ▲10.08 ▲2.75 352.97 ▲14.23 ▲3.88

600万円 夫500 ＋ 妻100 518.88 511.77 ▲7.11 ▲1.37 504.51 ▲14.37 ▲2.77 498.53 ▲20.35 ▲3.92

900万円 夫800 ＋ 妻100 725.12 714.52 ▲10.60 ▲1.46 705.25 ▲19.87 ▲2.74 696.96 ▲28.16 ▲3.88

1100万円 夫1000 ＋ 妻100 837.82 823.23 ▲14.59 ▲1.74 814.72 ▲23.10 ▲2.76 805.04 ▲32.78 ▲3.91

●夫・正社員、妻・正社員、子2人 （正社員共働き）
800万円 夫500 ＋ 妻300 651.63 642.03 ▲9.60 ▲1.47 633.24 ▲18.39 ▲2.82 625.59 ▲26.04 ▲4.00

1000万円 夫500 ＋ 妻500 801.56 789.33 ▲12.23 ▲1.53 779.01 ▲22.55 ▲2.81 769.60 ▲31.96 ▲3.99

1300万円 夫800 ＋ 妻500 1,003.74 988.05 ▲15.69 ▲1.56 975.69 ▲28.05 ▲2.80 964.00 ▲39.74 ▲3.96

1600万円 夫800 ＋ 妻800 1,205.93 1,186.76 ▲19.17 ▲1.59 1,172.38 ▲33.55 ▲2.78 1,158.41 ▲47.52 ▲3.94

1800万円 夫1000 ＋ 妻800 1,318.63 1,295.47 ▲23.16 ▲1.76 1,281.86 ▲36.77 ▲2.79 1,266.49 ▲52.14 ▲3.95

2000万円 夫1000 ＋ 妻1000 1,443.33 1,417.95 ▲25.38 ▲1.76 1,403.04 ▲40.29 ▲2.79 1,386.17 ▲57.16 ▲3.96

●未婚の正社員 （単身）
300万円 240.84 236.52 ▲4.32 ▲1.79 233.96 ▲6.88 ▲2.86 231.12 ▲9.72 ▲4.04

500万円 391.87 384.92 ▲6.95 ▲1.77 380.81 ▲11.06 ▲2.82 376.20 ▲15.67 ▲4.00

800万円 595.29 584.83 ▲10.46 ▲1.76 578.70 ▲16.59 ▲2.79 571.78 ▲23.51 ▲3.95

1000万円 721.07 708.38 ▲12.69 ▲1.76 700.92 ▲20.15 ▲2.79 692.49 ▲28.58 ▲3.96

●夫・正社員、妻・正社員、子なし （DINKs）
600万円 夫300 ＋ 妻300 481.69 473.05 ▲8.64 ▲1.79 467.92 ▲13.77 ▲2.86 462.24 ▲19.45 ▲4.04

800万円 夫500 ＋ 妻300 632.72 621.45 ▲11.27 ▲1.78 614.77 ▲17.95 ▲2.84 607.32 ▲25.40 ▲4.01

1000万円 夫500 ＋ 妻500 783.75 769.85 ▲13.90 ▲1.77 761.63 ▲22.12 ▲2.82 752.41 ▲31.34 ▲4.00

1300万円 夫800 ＋ 妻500 987.17 969.75 ▲17.42 ▲1.77 959.51 ▲27.66 ▲2.80 947.98 ▲39.19 ▲3.97

1600万円 夫800 ＋ 妻800 1,190.58 1,169.66 ▲20.92 ▲1.76 1,157.40 ▲33.18 ▲2.79 1,143.56 ▲47.02 ▲3.95

●年金暮らしの夫婦
240万円 夫180 ＋ 妻60 226.42 222.24 ▲4.18 ▲1.85 218.00 ▲8.42 ▲3.72 219.05 ▲7.37 ▲3.26

360万円 夫288 ＋ 妻72 316.15 306.12 ▲10.03 ▲3.17 303.35 ▲12.80 ▲4.05 300.28 ▲15.87 ▲5.02

●年金暮らしの女性 （単身）
180万円 176.77 172.78 ▲3.99 ▲2.26 170.47 ▲6.30 ▲3.56 171.99 ▲4.78 ▲2.70

240万円 236.62 230.79 ▲5.83 ▲2.46 228.05 ▲8.57 ▲3.62 229.66 ▲6.96 ▲2.94

利
に
な
る
よ
う
、
設
計
さ
れ
て
い
る
。

　

子
ど
も
が
2
人
い
る
4
人
世
帯
の
場

合
、
夫
婦
の
う
ち
一
方
の
年
収
が
9
6
0

万
円
を
超
え
れ
ば
、
所
得
制
限
に
よ
っ
て

児
童
手
当
が
減
額
さ
れ
る
。
一
方
、
夫
婦

の
年
収
が
5
0
0
万
円
ず
つ
な
ら
、
世
帯

収
入
が
1
0
0
0
万
円
で
も
所
得
制
限
に

引
っ
掛
か
ら
な
い
。

　

児
童
手
当
の
臨
時
増
額
（
14
年
の
時
限

措
置
）
も
同
じ
仕
組
み
だ
。
同
じ
年
収
1

0
0
0
万
円
で
も
、
夫
だ
け
が
働
く
片
働

き
世
帯
と
、
夫
も
妻
も
正
社
員
と
し
て
働

く
正
社
員
共
働
き
世
帯
で
は
、
14
年
の
手

取
り
の
差
が
60
万
円
を
超
え
る
。

　

今
回
の
試
算
に
は
反
映
し
て
い
な
い

が
、
高
校
無
償
化
の
見
直
し
の
動
き
も
今

後
影
響
し
て
く
る
だ
ろ
う
。

　

文
部
科
学
省
の
案
で
は
、
同
じ
世
帯
年

収
1
0
0
0
万
円
で
も
片
働
き
世
帯
は
所

得
制
限
を
受
け
、
共
働
き
世
帯
は
所
得
制

限
の
対
象
に
な
ら
な
い
。
安
倍
晋
三
政
権

が
女
性
活
用
を
成
長
戦
略
に
掲
げ
て
い
る

こ
と
か
ら
も
、
共
働
き
優
遇
の
流
れ
が
加

速
す
る
の
は
必
至
だ
。

　

一
連
の
制
度
改
正
は
、
現
役
を
引
退
し

た
高
齢
者
に
も
影
響
す
る
。
年
金
生
活
者

は
消
費
増
税
に
加
え
、
年
金
減
額
の
影
響

も
受
け
る
。
簡
素
な
給
付
措
置
、
年
金
生

活
者
支
援
給
付
金
と
い
っ
た
給
付
が
あ
る

か
ど
う
か
で
、
暮
ら
し
向
き
は
大
き
く
変

わ
る
。

　

以
下
、
そ
れ
ぞ
れ
の
ケ
ー
ス
別
に
、
詳

細
を
見
て
い
こ
う
。

■ 消費増税が家計に重くのしかかる  ─家族構成・年収別の家計の変化─
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な
っ
て
い
な
い
と
、
16
年
に
は
赤
字
に
転

落
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
13
年
時
点
で

収
支
ト
ン
ト
ン
か
黒
字
幅
が
25
万
円
未
満

な
ら
、
収
入
を
増
や
す
か
、
支
出
を
減
ら

す
必
要
が
あ
る
。

　

13
年
に
家
計
の
黒
字
が
25
万
円
以
上
だ

っ
た
と
し
て
も
、
今
後
の
教
育
費
の
増
加

を
考
え
れ
ば
、
少
し
で
も
収
支
を
改
善
し

た
い
と
こ
ろ
だ
。
ケ
ー
ス
1
を
基
準
に
、

夫
の
年
収
が
増
え
た
場
合
、
妻
が
パ
ー
ト

と
し
て
働
き
に
出
た
場
合
を
、
ケ
ー
ス
2

と
3
で
見
て
い
こ
う
。

が
〝
年
収
1
0
0
0
万
円
プ
レ
ー

ヤ
ー
〞と
し
て
、家
計
を
支
え
る
片

働
き
世
帯
に
と
っ
て
、
こ
れ
か
ら
は
受
難

の
時
代
か
も
し
れ
な
い
。
年
収
1
0
0
0

万
円
前
後
の
会
社
員
は
、
税
や
社
会
保
障

の
負
担
増
を
集
中
的
に
強
い
ら
れ
る
こ
と

に
な
る
か
ら
だ
。
ケ
ー
ス
2
は
、
ケ
ー
ス

1
と
同
じ
片
働
き
世
帯
だ
が
、
年
収
は
2

0
0
万
円
多
く
1
0
0
0
万
円
と
な
る
。

　

影
響
が
大
き
い
の
が
、
児
童
手
当
の
所

得
制
限
だ
。
夫
婦
2
人
、
子
ど
も
2
人
の

4
人
世
帯
の
場
合
、
夫
婦
の
う
ち
一
方
が

年
収
9
6
0
万
円
以
上
で
、
所
得
制
限
の

対
象
と
な
る
。
所
得
制
限
に
引
っ
掛
か
る

と
、
子
ど
も
1
人
当
た
り
で
月
1
万
円
の

児
童
手
当
が
、
月
5
0
0
0
円
ま
で
減
ら

さ
れ
る
。

　

所
得
制
限
が
あ
る
と
、
14
年
の
時
限
措

置
で
あ
る
1
万
円
分
の
子
育
て
臨
時
給
付

金
も
、
も
ら
え
な
い
。
14
年
時
点
に
お
け

る
、
年
収
1
0
0
0
万
円
の
片
働
き
4
人

世
帯
の
実
質
可
処
分
所
得
の
減
少
は
、
13

年
比
で
12
・
96
万
円
（
1
・
75
％
）。
金

額
も
比
率
も
ケ
ー
ス
1
の
世
帯
年
収
8
0

0
万
円
の
世
帯
よ
り
大
き
い
。

　

ケ
ー
ス
1
と
実
質
可
処
分
所
得
を
比
較

す
る
と
、
片
働
き
の
会
社
員
が
昇
進
な
ど

で
年
収
を
8
0
0
万
円
か
ら
1
0
0
0
万

円
に
増
や
し
た
場
合
の
家
計
を
、
イ
メ
ー

ジ
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
14
年
時
点
で
比

給
与
や
賞
与
の
全
額
に
対
し
て
保
険
料
率

を
掛
け
て
算
出
さ
れ
る
。
保
険
料
率
の
引

き
上
げ
幅
は
、
年
0
・
3
5
4
％
（
会
社

員
の
負
担
分
は
0
・
1
7
7
％
）
と
小
さ

く
見
え
る
が
、
17
年
ま
で
毎
年
引
き
上
げ

ら
れ
る
た
め
、
影
響
は
小
さ
く
な
い
。

　

14
年
に
は
2
万
円
の
児
童
手
当
の
臨
時

増
額
が
あ
る
こ
と
も
あ
り
、
13
年
比
の
実

質
可
処
分
所
得
の
減
少
は
、
8
・
96
万
円

（
1
・
43
％
）
に
と
ど
ま
る
。
し
か
し
、

消
費
税
率
が
10
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
際

に
も
、
給
付
が
あ
る
か
ど
う
か
は
わ
か
ら

な
い
。
給
付
措
置
が
設
け
ら
れ
な
け
れ

ば
、
ケ
ー
ス
1
の
16
年
の
実
質
可
処
分
所

得
は
、
13
年
比
で
24
・
56
万
円
（
3
・

92
％
）
も
減
少
す
る
。

　

こ
れ
は
、
ケ
ー
ス
1
の
世
帯
が
16
年
に

13
年
と
同
額
の
消
費
を
す
る
な
ら
ば
、
13

年
の
時
点
で
家
計
が
25
万
円
以
上
黒
字
に

が
年
収
8
0
0
万
円
の
会
社
員
、

妻
が
専
業
主
婦
で
、
3
歳
以
上
中

学
生
以
下
の
子
ど
も
2
人
が
い
る
。
ま

ず
、
ケ
ー
ス
1
の
片
働
き
4
人
世
帯
か

ら
、
見
て
い
こ
う
。

　

負
担
増
減
の
内
訳
（
13
年
比
）
を
見
る

と
、
消
費
税
率
引
き
上
げ
の
影
響
が
大
き

い
こ
と
が
一
目
で
わ
か
る
。

　

消
費
税
率
は
、
14
年
は
5
％
と
8
％

（
4
月
〜
）
の
期
間
が
あ
り
、
15
年
は

8
％
と
10
％
（
15
年
10
月
〜
）
の
期
間
が

あ
る
。
16
年
は
1
年
間
を
通
し
て
10
％

だ
。
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
よ
る
負
担

は
、
3
年
か
け
て
段
階
的
に
増
え
て
い
く

こ
と
に
な
る
。

　

厚
生
年
金
の
保
険
料
増
加
も
家
計
を
圧

迫
す
る
。

　

さ
ま
ざ
ま
な
控
除
が
あ
る
所
得
税
と
異

な
り
、
厚
生
年
金
の
保
険
料
は
基
本
的
に

590

600

610

620

630

▲4

▲3

▲2

▲1

0
（万円） （万円） （%）

2013年 14 15 16 2013年 14 15 16

実質可処分
所得（左目盛）

今年は児童手当の臨時増額があるが…
─負担増減の内訳（13年比）─ ─実質可処分所得の変化─

2013年比増減率
（右目盛）

▲30

▲25

▲20

▲15

▲10

▲5

0

5

消費税による負担増
は3年後に20万円超

児童手当の臨時増額 その他

消費税率引き上げ
による負担

厚生年金の
保険料増加 

夫

2014年 2015年 2016年

実質可処分所得 617.06 608.68 601.46

2013年比 増減額 ▲8.96 ▲17.34 ▲24.56
（増減率）（▲1.43%）（▲2.77%）（▲3.92%）

消費税率引き上げによる負担 ▲9.99 ▲15.34 ▲21.65

厚生年金の保険料増加 ▲1.41 ▲2.83 ▲4.24

児童手当の臨時増額 2.00 ― ―

その他 0.44 0.83 1.33

2013年実質可処分所得：626.02万円
（万円）

case

1

専業主婦はぜいたく？
3年後には赤字転落も

片働き
世帯年収800万円
（夫・正社員／妻・専業主婦）

夫
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ケ
ー
ス
1
と
ケ
ー
ス
3
の
14
年
時
点
の

実
質
可
処
分
所
得
を
比
べ
る
と
、
97
・
46

万
円
の
差
が
あ
る
。
ケ
ー
ス
3
で
妻
の
収

入
か
ら
天
引
き
さ
れ
る
の
は
、
住
民
税
と

雇
用
保
険
料
を
合
わ
せ
1
万
円
程
度
で
、

約
99
万
円
が
手
取
り
の
増
加
に
な
る
。
ケ

ー
ス
1
と
比
べ
、
家
計
に
は
か
な
り
余
裕

が
生
ま
れ
る
と
み
ら
れ
る
。

　

さ
ら
に
ケ
ー
ス
2
と
比
較
し
て
、
実
質

可
処
分
所
得
が
さ
ほ
ど
変
わ
ら
な
い
点
に

も
注
目
し
た
い
。

　

ケ
ー
ス
2
は
世
帯
年
収
が
1
0
0
0
万

円
、
ケ
ー
ス
3
は
世
帯
年
収
が
9
0
0
万

円
だ
が
、
14
年
の
実
質
可
処
分
所
得
の
差

は
11
万
円
強
に
す
ぎ
な
い
。
専
業
主
婦
の

妻
が
1
0
0
万
円
稼
ぐ
と
、
会
社
員
の
夫

が
年
収
を
2
0
0
万
円
増
や
す
の
と
ほ
ぼ

同
じ
だ
け
、
暮
ら
し
向
き
を
改
善
さ
せ
ら

れ
る
の
だ
。

業
主
婦
の
妻
が
、
フ
ル
タ
イ
ム
勤

務
は
無
理
で
も
パ
ー
ト
と
し
て
働

く
時
間
が
作
れ
る
な
ら
、
片
働
き
世
帯
は

ぜ
ひ
検
討
す
べ
き
だ
ろ
う
。

　

ケ
ー
ス
3
は
、
会
社
員
の
夫
が
年
8
0

0
万
円
、
妻
が
パ
ー
ト
と
し
て
年
1
0
0

万
円
を
稼
ぐ
、
世
帯
年
収
9
0
0
万
円
の

家
庭
だ
。ケ
ー
ス
1
と
比
較
す
る
と
、夫
の

年
収
が
8
0
0
万
円
の
ま
ま
、
専
業
主
婦

だ
っ
た
妻
が
パ
ー
ト
と
し
て
働
き
に
出
た

場
合
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
で
き
る
。

　

ケ
ー
ス
3
の
前
提
と
し
て
、
妻
の
年
収

は
1
3
0
万
円
未
満
な
の
で
、
妻
自
身
は

厚
生
年
金
に
加
入
し
て
い
な
い
。
こ
の
た

め
妻
の
収
入
は
、
厚
生
年
金
の
保
険
料
率

引
き
上
げ
の
影
響
を
受
け
な
い
。
ま
た
、

妻
（
配
偶
者
）
の
年
収
が
1
0
3
万
円
以

下
で
受
け
ら
れ
る
配
偶
者
控
除
の
基
準

も
、
満
た
し
て
い
る
。

0
万
円
で
も
、
夫
が
1
人
で
1
0
0
0
万

円
を
稼
ぐ
場
合
と
、
夫
婦
と
も
に
正
社
員

と
し
て
5
0
0
万
円
ず
つ
稼
ぐ
場
合
と
で

は
、
そ
の
暮
ら
し
向
き
が
大
き
く
変
わ
っ

て
く
る
。

　

13
年
時
点
で
比
較
す
る
と
、
ケ
ー
ス
2

の
実
質
可
処
分
所
得
が
7
3
8
・
72
万
円

で
あ
る
の
に
対
し
、
夫
婦
と
も
に
正
社
員

（
夫
5
0
0
万
円
、
妻
5
0
0
万
円
）
の

場
合
は
同
8
0
1
・
56
万
円
と
、
62
・
84

万
円
も
多
い
（
41
㌻
表
）。
14
年
は
そ
の

差
が
さ
ら
に
拡
大
し
て
、
63
・
57
万
円
に

も
な
る
。

　

所
得
税
は
個
人
単
位
の
累
進
課
税
で
あ

る
た
め
、
年
収
1
0
0
0
万
円
の
人
の
所

得
税
率
は
最
高
20
％
と
な
る
が
、
年
収
5

0
0
万
円
の
人
の
所
得
税
率
は
最
高
10
％

で
済
む
。こ
の
税
率
の
差
に
よ
っ
て
、所
得

税
負
担
が
大
き
く
変
わ
っ
て
く
る
の
だ
。

べ
る
と
、
年
収
が
2
0
0
万
円
増
え
て

も
、
実
質
可
処
分
所
得
は
1
0
8
万
7
0

0
0
円
し
か
増
え
な
い
。

　

も
し
、
4
月
に
高
校
に
入
学
す
る
子
ど

も
が
い
る
場
合
、
高
校
無
償
化
に
も
所
得

制
限
が
か
け
ら
れ
る
。
夫
婦
の
う
ち
一
方

が
年
収
9
1
0
万
円
を
超
え
る
と
、
授
業

料
が
年
間
12
万
円
程
度
高
く
な
る
。
17
年

か
ら
は
、
年
収
1
0
0
0
万
円
超
の
会
社

員
の
給
与
所
得
控
除
が
縮
小
さ
れ
、
所
得

税
や
住
民
税
の
負
担
も
増
す
。

　

年
収
1
0
0
0
万
円
前
後
で
負
担
が
急

増
す
る
と
な
れ
ば
、
ケ
ー
ス
1
の
夫
が
昇

進
を
目
指
し
て
仕
事
に
励
む
モ
チ
ベ
ー
シ

ョ
ン
は
、
下
が
る
か
も
し
れ
な
い
。

　

ち
な
み
に
、
世
帯
年
収
が
同
じ
1
0
0

専 case

3

〝妻の100万円〞は
〝夫の200万円〞

パート共働き
世帯年収900万円
（夫・正社員800万／妻・パート100万）

2014年 2015年 2016年

実質可処分所得 714.52 705.25 696.96

2013年比 増減額 ▲10.60 ▲19.87 ▲28.16
（増減率）（▲1.46%）（▲2.74%）（▲3.88%）

消費税率引き上げによる負担 ▲11.57 ▲17.77 ▲25.09

厚生年金の保険料増加 ▲1.41 ▲2.83 ▲4.24

児童手当の臨時増額 2.00 ― ―

その他 0.38 0.73 1.17

2013年実質可処分所得：725.12万円
（万円）

2014年 2015年 2016年

実質可処分所得 725.76 718.15 709.55

2013年比 増減額 ▲12.96 ▲20.57 ▲29.17
（増減率）（▲1.76%）（▲2.79%）（▲3.95%）

消費税率引き上げによる負担 ▲11.76 ▲18.10 ▲25.54

厚生年金の保険料増加 ▲1.77 ▲3.54 ▲5.31

児童手当の臨時増額 ― ― ―

その他 0.57 1.07 1.68

2013年実質可処分所得：738.72万円
（万円）

case

2

高所得層を苦しめる
所得制限の壁

片働き
世帯年収1000万円
（夫・正社員／妻・専業主婦）

同
じ
世
帯
年
収
で
も

所
得
税
率
で
差
が
つ
く
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Ｄ
Ｉ
Ｎ
Ｋ
ｓ
世
帯
で
は
、
結
婚
に
よ
っ

て
収
入
が
足
し
算
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

14
年
時
点
の
ケ
ー
ス
5
の
実
質
可
処
分
所

得
9
6
9
・
75
万
円
は
、
単
身
の
年
収
8

0
0
万
円
世
帯
と
年
収
5
0
0
万
円
世
帯

の
実
質
可
処
分
所
得
（
そ
れ
ぞ
れ
5
8

4
・
83
万
円
、
3
8
4
・
92
万
円
）
を
、

単
純
に
足
し
た
金
額
だ
。

　

一
方
、
支
出
は
結
婚
前
の
合
計
よ
り
、

少
な
く
な
る
。
家
賃
や
光
熱
費
、
食
費
な

ど
の
項
目
で
規
模
の
メ
リ
ッ
ト
が
働
き
、

独
身
時
代
に
別
々
に
支
払
っ
て
い
た
と
き

に
比
べ
て
、
安
く
済
む
こ
と
が
多
い
。
統

計
は
な
い
も
の
の
、
Ｄ
Ｉ
Ｎ
Ｋ
ｓ
世
帯

は
、
単
身
世
帯
よ
り
も
さ
ら
に
収
支
に
余

裕
が
生
ま
れ
そ
う
だ
。

　

た
だ
、今
後
子
ど
も
が
生
ま
れ
れ
ば
、教

育
費
な
ど
支
出
が
急
増
す
る
。
共
働
き
を

続
け
る
に
し
て
も
産
休
や
育
休
の
間
は
収

婦
と
も
に
正
社
員
と
し
て
働
き
、

子
ど
も
が
い
な
い
Ｄ
Ｉ
Ｎ
Ｋ
ｓ

（D
ouble Incom

e N
o K
ids

）
世
帯

の
家
計
は
、
単
身
世
帯
の
合
算
と
な
る
。

世
帯
年
収
が
1
0
0
0
万
円
を
超
え
る
こ

と
も
珍
し
く
な
い
。

　

ケ
ー
ス
5
は
、
夫
が
8
0
0
万
円
、
妻

が
5
0
0
万
円
を
稼
ぐ
、
世
帯
年
収
1
3

0
0
万
円
の
世
帯
。
夫
婦
の
年
収
が
逆
で

も
、
試
算
結
果
は
同
じ
に
な
る
。

　

夫
婦
と
も
正
社
員
と
し
て
働
い
て
お
り

子
ど
も
が
い
な
い
場
合
、
夫
婦
そ
れ
ぞ
れ

の
税
や
社
会
保
険
料
の
負
担
は
結
婚
の
前

後
で
ま
っ
た
く
変
わ
ら
な
い
。
扶
養
配
偶

者
も
子
ど
も
も
い
な
い
た
め
、
配
偶
者
控

除
な
ど
の
調
整
も
な
い
。

る
が
、
単
身
世
帯
に
は
こ
う
し
た
逆
進
性

緩
和
の
措
置
が
な
い
の
だ
。
15
年
10
月
、

消
費
税
率
が
10
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
際

も
、
給
付
は
期
待
で
き
そ
う
に
な
い
。

　

と
は
い
え
一
般
的
に
、
単
身
世
帯
の
家

計
に
は
余
裕
が
あ
る
。
総
務
省
の
「
家
計

調
査
」（
12
年
）
に
よ
れ
ば
、
単
身
の
勤

労
者
世
帯
の
平
均
で
、
税
込
み
年
収
は
3

8
5
万
円
、手
取
り
は
3
1
7
万
円
だ
が
、

手
取
り
の
う
ち
3
分
の
1
以
上
に
当
た
る

1
1
4
万
円
を
貯
蓄
に
回
し
て
い
る
。

　

消
費
増
税
は
痛
い
が
、
家
計
に
与
え
る

影
響
は
そ
れ
ほ
ど
で
も
な
い
の
か
も
し
れ

な
い
。
収
支
に
余
裕
が
あ
る
な
ら
す
べ
て

預
貯
金
と
し
て
寝
か
せ
て
お
く
の
は
も
っ

た
い
な
い
。
14
年
か
ら
始
ま
っ
た
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
（
少
額
投
資
非
課
税
制
度
）
を
活
用
す

る
な
ど
し
、
結
婚
や
住
宅
取
得
に
向
け
た

資
産
を
蓄
え
て
お
く
の
も
一
法
だ
。

婚
で
一
人
暮
ら
し
の
会
社
員
に

は
、
国
は
あ
ま
り
目
を
か
け
て
く

れ
な
さ
そ
う
だ
。

　

ケ
ー
ス
4
の
単
身
世
帯
で
は
、
14
年
か

ら
16
年
に
か
け
て
の
負
担
増
が
、
ほ
ぼ
年

収
に
比
例
し
て
い
る
。
消
費
税
率
は
年
収

に
か
か
わ
ら
ず
一
律
に
引
き
上
げ
ら
れ
、

厚
生
年
金
の
保
険
料
も
年
収
1
0
0
0
万

円
ま
で
の
範
囲
で
は
、
年
収
に
沿
っ
て
増

加
す
る
。

　

左
図
は
年
収
5
0
0
万
円
の
単
身
世
帯

の
実
質
可
処
分
所
得
の
推
移
を
示
し
て
い

る
。
実
質
可
処
分
所
得
の
減
少
率
は
、
単

身
世
帯
に
お
い
て
は
年
収
に
よ
ら
ず
、
ほ

と
ん
ど
同
じ
だ
（
41
㌻
表
）。

　

単
身
世
帯
の
場
合
、
消
費
税
率
引
き
上

げ
に
伴
う
、
国
か
ら
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
が

期
待
で
き
な
い
。
ケ
ー
ス
1
や
ケ
ー
ス
3

で
は
14
年
に
児
童
手
当
の
臨
時
増
額
が
あ

未

夫 case

5

余裕ある今のうちに
貯蓄と投資が吉

DINKs
世帯年収1300万円
（夫・正社員800万／妻・正社員500万）

2014年 2015年 2016年

実質可処分所得 969.75 959.51 947.98

2013年比 増減額 ▲17.42 ▲27.66 ▲39.19
（増減率）（▲1.77%）（▲2.80%）（▲3.97%）

消費税率引き上げによる負担 ▲15.71 ▲24.18 ▲34.13

厚生年金の保険料増加 ▲2.29 ▲4.60 ▲6.89

その他 0.58 1.12 1.83

2013年実質可処分所得：987.17万円

（万円）

2014年 2015年 2016年

実質可処分所得 384.92 380.81 376.20

2013年比 増減額 ▲6.95 ▲11.06 ▲15.67
（増減率）（▲1.77%）（▲2.82%）（▲4.00%）

消費税率引き上げによる負担 ▲6.24 ▲9.60 ▲13.54

厚生年金の保険料増加 ▲0.88 ▲1.77 ▲2.65

その他 0.17 0.31 0.52

2013年実質可処分所得：391.87万円

（万円）

case

4

逆進性対策がない
単身世帯の憂鬱

単身
世帯年収500万円
（未婚の正社員）

 「
控
除
」は
少
な
い
が

支
出
は
抑
え
ら
れ
る
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己
負
担
割
合
を
1
割
か
ら
2
割
に
引
き
上

げ
る
こ
と
が
検
討
さ
れ
て
お
り
、
実
施
さ

れ
れ
ば
影
響
は
小
さ
く
な
い
。

　

ケ
ー
ス
6
で
は
、
家
計
の
収
支
が
13
年

時
点
で
ト
ン
ト
ン
な
ら
、
14
年
以
降
、
13

年
と
同
じ
水
準
の
消
費
を
し
て
い
る
と
、

貯
蓄
を
取
り
崩
し
な
が
ら
の
生
活
に
な
る

だ
ろ
う
。
取
り
崩
し
を
減
ら
す
に
は
、
無

駄
な
支
出
を
減
ら
す
な
ど
、
生
活
面
の
工

夫
が
必
要
だ
。

　

な
お
、
41
㌻
で
示
し
た
、
年
収
2
4
0

万
円
（
夫
1
8
0
万
円
、
妻
60
万
円
）
の

年
金
暮
ら
し
の
夫
婦
や
、
年
収
2
4
0
万

円
以
下
の
年
金
暮
ら
し
の
単
身
女
性
世
帯

に
は
、
簡
素
な
給
付
措
置
と
し
て
、
14
年

に
1
人
当
た
り
1
万
5
0
0
0
円
が
支
給

さ
れ
る
。
15
年
10
月
か
ら
は
年
金
生
活
者

支
援
給
付
金
も
支
給
さ
れ
る
た
め
、
16
年

時
点
で
は
年
金
減
額
分
が
給
付
金
で
ほ
ぼ

相
殺
さ
れ
る
。

　

少
子
高
齢
化
が
進
み
、
社
会
保
障
費
が

増
大
し
て
い
く
中
、
現
役
世
代
が
高
齢
者

を
一
律
に
支
え
る
施
策
に
は
限
界
が
来
て

い
る
。
消
費
税
率
引
き
上
げ
で
物
価
が
上

が
っ
て
も
、
そ
れ
に
連
動
し
て
年
金
支
給

額
が
増
や
せ
る
よ
う
な
状
況
で
は
な
い
。

今
後
は
現
役
世
代
だ
け
で
は
な
く
、
所
得

や
資
産
の
多
い
高
齢
者
に
も
、
応
分
の
負

担
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。

の
住
民
税
非
課
税
な
ど
が
条
件
と
な
り
、

ケ
ー
ス
6
の
よ
う
に
年
金
支
給
額
が
多
い

世
帯
は
対
象
外
だ
。

　

結
果
と
し
て
、
年
金
を
多
く
支
給
さ
れ

て
い
る
ケ
ー
ス
6
は
、
14
年
に
お
け
る
実

質
可
処
分
所
得
の
減
少
率
（
13
年
比
）
が

3
・
17
％
と
、
試
算
し
た
29
パ
タ
ー
ン

（
41
㌻
表
）
の
中
で
最
も
大
き
く
な
る
。

試
算
に
は
含
め
て
い
な
い
が
、
年
金
額
の

多
い
世
帯
で
は
介
護
保
険
の
利
用
時
の
自

　

公
的
年
金
の
支
給
額
は
13
年
10
月
分

（
支
給
月
で
は
12
月
分
）か
ら
1
％
引
き
下

げ
ら
れ
て
い
る
。
14
年
4
月
分
（
支
給
月

で
は
6
月
分
）
か
ら
は
さ
ら
に
1
％
引
き

下
げ
ら
れ
る
。
14
年
は
計
2
％
も
年
金
支

給
額
が
ダ
ウ
ン
す
る
状
況
で
、
消
費
税
率

8
％
へ
の
引
き
上
げ
に
直
面
す
る
こ
と
に

な
る
の
だ
。

　

消
費
税
率
引
き
上
げ
時
に
は
、
年
金
生

活
者
向
け
の
対
策
が
行
わ
れ
る
。

　

14
年
に
は
、「
簡
素
な
給
付
措
置
」
と

し
て
、
年
金
生
活
者
に
1
人
当
た
り
1
万

5
0
0
0
円
が
支
給
さ
れ
る
。
消
費
税
率

が
10
％
に
な
る
15
年
10
月
か
ら
は
「
年
金

生
活
者
支
援
給
付
金
」
の
支
給
も
始
ま

る
。
だ
が
い
ず
れ
の
措
置
も
、
世
帯
全
員

入
が
大
き
く
減
り
、
復
帰
後
も
出
産
前
の

収
入
に
戻
ら
な
い
ケ
ー
ス
が
ま
ま
あ
る
。

子
ど
も
の
教
育
費
や
住
宅
資
金
な
ど
を
、

余
裕
の
あ
る
今
の
う
ち
か
ら
コ
ツ
コ
ツ
と

蓄
え
て
お
き
た
い
。

金
暮
ら
し
の
夫
婦
は
、
消
費
税
率

引
き
上
げ
に
伴
う
給
付
を
受
け
ら

れ
る
ど
う
か
で
、
暮
ら
し
向
き
が
大
き
く

変
わ
っ
て
く
る
。

　

ケ
ー
ス
6
は
、
夫
が
現
役
時
代
に
会
社

員
で
年
収
が
比
較
的
高
く
、
妻
は
専
業
主

婦
だ
っ
た
と
い
う
、
高
齢
夫
婦
の
家
計
で

あ
る
。
夫
の
年
金
が
年
2
8
8
万
円
、
妻

の
年
金
が
72
万
円
で
、
合
計
の
年
収
は
3

6
0
万
円
と
、
年
金
暮
ら
し
に
し
て
は
収

入
が
多
い
。

　

こ
の
世
帯
は
消
費
増
税
と
公
的
年
金
減

額
の
ダ
ブ
ル
パ
ン
チ
を
受
け
る
。
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（万円） （万円） （%）

2013年 14 1615 2013年 14 15 16

実質可処分所得
（左目盛）

消費税アップでも給付措置の対象外
─負担増減の内訳（13年比）─ ─実質可処分所得の変化─

14年に一気に負担増！
給付金が出ないため、可
処分所得は減り続ける

消費税率引き上げによる負担

年金減額
（物価スライド
  特例の解消）

年金減額
（物価スライド
  特例の解消）

その他

2013年比
増減率（右目盛）

こ
れ
え
だ
・
し
ゅ
ん
ご
●
2
0
0
8
年
、大

和
総
研
入
社
。税
・
社
会
保
障
制
度
を
研
究
。

著
書
に『
徹
底
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン 

あ
な
た

の
家
計
は
こ
う
変
わ
る
！
』（
日
本
法
令
刊
）。

年

2014年 2015年 2016年

実質可処分所得 306.12 303.35 300.28

2013年比 増減額 ▲10.03 ▲12.80 ▲15.87
（増減率）（▲3.17%）（▲4.05%）（▲5.02%）

消費税率引き上げによる負担 ▲4.96 ▲7.64 ▲10.81

年金減額（物価スライ
ド特例の解消） ▲5.40 ▲6.30 ▲6.30

その他 0.33 1.14 1.24

2013年実質可処分所得：316.15万円
（万円）

case

6

年金減と消費増税が
家計をダブルで直撃

年金暮らしの夫婦
世帯年収360万円
（夫288万／妻72万）

年
金
が
多
め
の
世
帯
は

緩
和
措
置
の
対
象
外


